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要旨  
 

 

 

2006 年 7 月 15 日から 24 日にかけて、九州から本州付近にのびた梅雨前線の活動が活発化し、

九州地方、山陰地方、北陸地方、長野県の広い範囲で記録的な大雨となった。15 日から 21 日まで

の7日間の総降水量は、長野県王滝村御嶽山で701mm、18日から24日までの7日間の総雨量は、

宮崎県えびの市で 1,281mm に達した。また、期間雨量が 7 月の平年月雨量の 2 倍を超える地点や、

各降水量の観測史上１位を更新する地点なども相次いだ。この大雨により、各地で土砂災害や浸水

害が発生し、死者 27 名、住宅全壊 87 棟、床上浸水 3318 棟など、多くの被害をだした。また、2004

年には、｢新潟･福島豪雨｣、｢福井豪雨｣が相次いで発生し、死者 20 名、住宅全壊 128 棟、床上浸水

5239 棟など、記録的な被害をだしている。 

梅雨の時期、特に梅雨末期には激しい対流性の強雨が起こりやすく、梅雨期の降水については

様々な研究がなされている。Hirota et al.(2005)では、1979 年から 2003 年までの 25 年間で、梅雨前

線沿い(長江流域を含む中国南東部と日本)において、一日に降水量が4.5mm程度増加している(主

に 6 月)と述べられている。また、Yoshizaki et al.(2005)によると、 数値モデルの予測実験において、

IPCC2001 の A1B シナリオに従った温暖化気候のもとでは、梅雨期の 6 月と 7 月の平均降水量が増

加するだけでなく、強雨(1 時間降水量 30mm 以上)の発生頻度が日本全域で増加し、九州では増加

率が 70％にまで達するという結果が得られている。 

温室効果気体の増加に伴う全球的気候変化が懸念されているなか、過去三年の間にも甚大な被

害をもたらす豪雨が例年のように続き、さらに上記のような降水量の変化傾向や、予測実験の結果が

報告されていることからも、今後一層、豪雨発生機構の解明を図り、予測技術の向上に役立てていく

ことが求められる。そこで本研究では、過去三年間に発生した梅雨前線豪雨について、主に水蒸気

の流れに着目した事例解析を行なった。解析には気象庁提供の GPV データを用い、対象とした豪

雨事例は、2004 年の「新潟・福島豪雨」、「福井豪雨」、2005 年の「7 月 1 日から 6 日の梅雨前線によ

る大雨」、「7 月 8 日から 10 日の梅雨前線による大雨」、2006 年の「平成 18 年 7 月豪雨」である。 

「平成 18 年 7 月豪雨」 の山陰・北陸地方、長野県などで大雨をもたらした期間(主に 17 日午前か

ら 19 日午前)について特記すると、次のような結果が得られている。この期間の水蒸気は、アジアモ

ンスーンの流れに沿って南シナ海から北上するフラックスと、太平洋高気圧の縁を周る西向きのフラ

ックスが華南付近で合流し、南西または西の方角から梅雨前線帯に流れ込んでいる。また、豪雨域

の下層(700-1000hPa)では水蒸気フラックスの強い収束が見られ、上層(300-500hPa)では発散して



いた。豪雨域の南部と南東部には、補償下降流に伴う上層での収束と、下層での発散が見られた。 

さらに、この期間の記録的な豪雨をもたらした水蒸気の供給起源について、7 月 9 日に発生した台

風 4 号に注目した。台風 4 号は 14 日に中国大陸東部に上陸し、多量の水蒸気を供給したことにより、

上陸域では可降水量が増加した。可降水量の極大値は、16 日まで長江・華中付近に見られるが、

17日には南北に分離し、北方の極大値は北緯35度付近から山陰地方に向かってのびている。一般

に、梅雨前線の南に位置する台風は、暖かく湿った空気を供給し、前線活動を活発化させると言わ

れているが、この事例において台風は 16 日に消滅している。このことから、台風の水蒸気は直接前

線帯に流れ込むだけでなく、中国大陸を湿らせた後、モンスーンの流れとともに日本付近に移流し、

大雨をもたらすことが示唆された。 
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第 1 章  
 

はじめに    
 

 

 

1.1 梅雨について 

 

梅雨は、日本を含む東アジアに特有の季節現象である。この時期の上空には、南北幅約５００ｋｍ

の雲の帯が中国大陸南部から東シナ海上、日本から太平洋へと東西方向に延びている。梅雨前線

帯の南側の高温多湿の空気は、ベンガル海、南シナ海、西太平洋熱帯海域などからやってくるので、

日本は温帯に位置するにも関わらず、特に梅雨末期には熱帯的な雨で、１時間当り１０～１００ｍｍ

に達する激しい降水に見まわれる。(九州では一週間で平年の一年分の降水量が降る事もある。) 

        

 図1.1： ２００６年７月２２日１１時（日本標準時）における衛星水蒸気画像
（ひまわり６号 ＭＴＳＡＴ－１Ｒ） 高知大学気象情報頁
http://weather.is.kochi-u.ac.jp/より 
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1.1.1 梅雨前線の分類 

 

前線は、一般的に｢密度（温度）の異なる二つの気流の間に境界が維持されるとき、この境界を前

線という｣（気象の事典）と説明され、地表面での温度勾配の大きい場所に解析されている。しかし、

Matsumoto et al.(１９７１)の解析によれば、西日本域の梅雨前線では、南北方向の温度勾配は小さ

い一方、水蒸気量勾配は非常に大きいことが指摘されている。 

この特徴は、西日本だけに限られるものではなく、中国大陸に横たわる梅雨前線にも同様のことが

言われている。一般に、１３０Ｅより西側の梅雨前線の形成には、アジア・モンスーンが深く関わって

いる。夏のインドの南西モンスーンは、平均高度５０００ｍに近いチベット高原を越えられず、高原の

南東部を迂回するようにして中国・東アジア方面に北上する。この気流は、高原の北を流れる相対的

に冷たく乾いた偏西風と中国北部から日本付近で合流する。このため、この地域の梅雨前線は他の

極前線の構造とは異なり、気温傾度は極めて小さく、強い水蒸気混合比及び、相当温位の傾度によ

って特徴づけられる。そのため、以下の図１．２（ａ）の乾燥静的エネルギー（s=CpT+gz）を見ると、前

線帯ははっきりしないが、（ｂ）に示した水蒸気の効果を含む湿潤静的エネルギー（相当温位にほぼ

対応 h=CpT+gz+Lq）の図においては、東西にのびる傾度の大きい帯状の梅雨前線帯が見られると

いう特徴をもち、気象天気図の前線の位置とも一致する。 

 

 

a b

                             

図1.2： ２００６年７月２２日０９時における925ｈＰａ面上の
(a)乾燥静的エネルギー（実線）と風の場（ベクトル）
(b)湿潤静的エネルギーと（実線）水蒸気フラックス（ベクトル）
ＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値を用いている
(ｃ)気象天気図 気象庁｢日々の天気図｣ より
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１３０Ｅ～１４０Ｅより東側の梅雨前線については、上述の前線とは異なる特徴をもち、さらに沖縄付

近と日本本土付近とで分類することができる。 

沖縄付近の梅雨前線は、朝鮮半島付近に中心を持つ高気圧（やや寒冷、乾燥）と小笠原高気圧

（温暖、湿潤）のぶつかり合うところにできる。このため、梅雨前線が南下し、前線の北側の冷たく乾

いた気団に覆われる際には、沖縄で梅雨期に乾燥注意報が発表されることがある。 

日本本土付近に形成される梅雨前線は、北のオホーツク海高気圧（寒冷・湿潤）と南の太平洋高

気圧（温暖、湿潤）が激しくぶつかりあうことによって形成される。オホーツク海高気圧から吹き出す冷

湿な北東気流と、太平洋高気圧から吹き出す高温多湿な南西気流とが衝突して日本の南岸沿いに

梅雨前線を形成すること、およびこの前線上に小波動が発達して低気圧が梅雨前線をレールにして

次々に日本にやってくることによって起こる。ここでの梅雨前線は比湿の勾配ではなく、温度傾度に

よって特徴づけられる（極前線的な構造）。 

 

1.1.2 梅雨期の特徴 

 

次に、梅雨期に見られる、一般的な特徴について幾つか述べていく。 

梅雨期の下層の水蒸気量（図１．３（ａ））を見ると、九州の南方海上で非常に湿った気団（air 

mass）が存在している。このような気団が、太平洋高気圧の縁に沿って東シナ海上をとおり、梅雨前

線帯に入りこむことで潜熱エネルギーが大量に供給され、対流活動を強めることになる。  

また、図１．３（ｂ）を見ると、南西諸島の南方から東シナ海の南側にかけて、南～南南西風が卓越 

 a b

 

図1.3： (a)２００６年７月の９２５ｈＰａ面における水蒸気混合比（シェイド）と高度場（緑破線）と水
蒸気フラックス（ベクトル）の平均値 (b)２００６年７月の５００ｈＰａ面における水蒸気混合比（シェ
イド）と高度場（緑破線）と水蒸気フラックス（ベクトル） ＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値
を用いている
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する領域が存在する。８５０ｈＰａ面および７００ｈＰａ面で明瞭に見られるこの強風域は、下層ジェット

（low-level jet）と呼ばれ、梅雨前線帯の特徴のひとつである。豪雨発生時には活発な対流活動によ

り、下層風が著しく（３０ｍｓ-1 以上に）加速されてジェットを強化し、８５０ｈＰａ～７００ｈＰａ付近に強風軸

が形成されることがある。下層ジェットが流れ込んだ梅雨前線帯では擾乱が活発化し、７月の平均値

としても、前線に沿って東西にのびる上昇流の強い領域が見られる（図１．４（ａ）参照）。 

下層ジェットとは別に、上層２００－３００ｈＰａ面の梅雨前線の北側（３５～４０°Ｎ付近）には１５ｍｓ-1

以上の亜熱帯ジェット（subtropical jet）が見られ、その北側には極ジェットが存在する。亜熱帯ジェッ

トは、蛇行によってチベット高原における夏の高温多湿の空気塊を東に運ぶため、日本にのびる対

流圏上層の水蒸気混合比は、亜熱帯ジェットの流れに沿って分布している（図１．４（ｂ）参照）。 

また、図１．３（ｂ）を見ると、中国大陸もしくは東シナ海から日本列島にかけて大きな水蒸気混合比

の領域が存在し、これを湿舌（moist tongue）と言う。この湿舌の存在が、中国大陸から西南西風によ

って運ばれてきた中層の水蒸気によって対流活動を活発化させ、豪雨を引き起こすと誤解されてい

る場合があるが、実際にはそのようなことは起こっていないと言われている。 

その理由として、次の３つが挙げられる。①対流圏中層５００ｈＰａ面の水蒸気量は、最大でも６ｋｇ-1

であり、梅雨前線帯の下層に流入する平均量１４ｇ ｋｇ-1 よりもかなり小さい。②湿舌に存在する水蒸

気の多くは、中国大陸での対流活動により下層から持ち上げられ、西南西風により運ばれてきたもの

であり、水蒸気を多く含むだけでなく、対流活動（潜熱エネルギーの解放）により暖められ、周囲より

かなり安定な成層状態にある。③相当温位で定義される対流不安定度で考えると、中層が湿ること

で湿潤大気の不安定度は小さくなる（吉崎，２００７）。 

 

  

 

a b

 

 

 

図1.4： (a) ２００６年７月のＯＭＧの平均値 （負が上昇流を示す）
(b) ５００ｈＰａ面における２００６年７月の水蒸気混合比の平均値
ＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値を用いている
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1.2 梅雨期の豪雨災害 

1.2.1 被害状況の推移 

 

１９９０年代以前は、梅雨期の豪雨による浸水害や土砂災害などにより、千人以上の死者を出すこ

ともあったが、近年では死者や負傷者などの人的被害は減少傾向にある（図１．５）。 

しかし、洪水氾濫域に資産の７５％が集中しているため、水害密度（水害面積（農地を除く）あたり

の一般資産被害額）は増加傾向（図１．６（ａ）、（ｂ））にある。 

表１．１に過去１７年間の被害状況の推移を示した。災害の発生しない年もあるが、ここ６年間は立

続けに被害が発生している。また、本事例で扱う２００４年と２００６年の豪雨による被害は、１９９０年

降のなかでも、比較的被害の大きい年に分類されることがわかる。 
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図1.5： １９３４年から２００５年までの梅雨期(５－７月)における主な水害（５９事例）
理科年表・総務省消防庁ホームページより作成
http://www.fdma.go.jp/bn/2005/index.html
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 死者 負傷者 住宅全壊 住宅半壊 床上浸水 床下浸水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1990 32 109 219 290 10186 39419 

 1991 4 11 7 18 1073 94735 

 1992 0 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 26 37 58 64 1025 0 93 

1994 0 0 0 0 0 0 

1995 6013 4 16 85 126 2195 1

1996 0 0 0 0 0 0 

1997 8786 26 17 36 20 388

1998 2 3 3 16 2560 15134 

1999 68 38 78 127 98 3701 163

200  0 0 0 0 0 0 0

2001 7 0 0 0 0 66 68

2002 6 30 21 29 2382 7936 

2003  23 25 51 56 3558 4188 

2004 20 102 128 5799 5239 16595 

2005 12 13 7 5 394 3697 

2006 2 7 8 9 331 7587 2 7 5 8 8 

平均 13 30 49 3 13,5989 2,123 7 

b

図1.6： (a)一般資産水害被害額及び水害密度の推移
国土交通省河川局「水害統計」より内閣府作成

(b)洪水氾濫域における資産と人口の割合
平成１７年度防災白書より

１９９０年から２００６年までの梅雨期におけ 豪雨被害状況の推移
気 「災害 たらした 事例」よ

表1.1： る
象庁 をも 気象 り作成
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.2.2 過 年間 害概  

本研究で対象とする事例

２００４年 新潟・福島豪雨＞ 

２００４年７月１２日から１４日にかけて、新潟県及び福島県で発生した豪雨により、信濃川水系の五

嵐川、刈谷田川、中之島川など計１１箇所で堤防が決壊し、三条市、見附市、中之島町を中心に、

潟県で床上浸水１，９１６棟、床下浸水６，２６１棟となり、がけ崩れによる家屋倒壊や浸水害により、

者１６名となった（７月２２日警察庁調べ）。 

２００４年 福井豪雨＞ 

２００４年７月１７日から１８日にかけて、福井県で発生した豪雨により、九頭竜川水系の足羽川、清

川など計９箇所で破堤し、福井市、美山町を中心に福井県で床上浸水３，３２３棟、床下浸水 

０，３３４棟となった（７月２８日警察庁調べ）。また、福井県内で６９箇所の土石流が発生し、ＪＲ越美

線の６つの鉄橋が流出するなど大きな被害が生じた。この災害による人的被害は福井県内で死者

名、行方不明者１名、負傷者１９名に達している。 

２００５年 ７月１日～６日 梅雨前線による大雨＞ 

２００５年７月１日から６日にかけて、広い範囲で激しい雨が降り、島根県、広島県、山口県、香川

、愛媛県、島根県などで死者５名、負傷者３名を出し、住宅浸水、道路損壊、電力障害などの被

が生じた（消防白書より）。 

２００５年 ７月８日～１０日 梅雨前線による大雨＞ 

の浸水害が発生し、死者６名、負傷者３名、住宅全壊、床上浸水などの被害をだした（消防白書よ

２００６年７月１５日から２４日にかけて、広い範囲で記録的な大雨となり、鹿児島県、島根県、長野

、近畿地方、東海地方、関東甲信地方で土砂災害や浸水害が発

０３，０００人）発令された。 

 

1 去三 の被 要

 

 の被害概要について、簡単に述べておく。 

 

＜

 

十

新

死

 

＜

滝

１

北

４

 

＜

県

害

 

＜

２００５年７月８日から１０日にかけて発生した集中豪雨により、九州地方と東海地方を中心に、多

数

り）。 

 

＜２００６年 平成１８年７月豪雨＞ 

 

県を中心に九州地方、中国地方

生した。死者は、長野県で１１名、鹿児島県で５名、島根県で４名（８月２日１８：００分現在消防庁調

べ）など、２６名となった。 

 また、７府県の２０市町村で避難指示（対象：約１３，０００世帯、約３０，０００人）が、１８府県の９３市

町村で避難勧告（対象：約８３，０００世帯、約２
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図１．６（ａ）は、２０００年に発生した台風による豪雨（東海豪雨）についての研究結果であるが、これ

る高齢者に比べ、避難に要する時間に１時間程

度

豪雨、福井豪雨の死者は、７５歳以上が大半を占めているというデータ

らも、梅雨期の豪雨においても、図１．６（ａ）同様に高齢者は災害弱者であることが示唆される。 

いが、災害発生時には高齢者などの弱者に

限  

法は、現在携帯電話やインターネットなどにより、多種多様になってきているが、その情報提供の現

牛山（２００６）は、平成１８年７月豪雨において土石流により死者９名をだした長野県岡谷市の調査

を

報伝達には機能しなかったことが報告されている。その原因として、このメー

ル

～災害発生の時期より、むしろ災害発生直後の救出・救援の時期

以

1.2.3 梅雨期の豪雨災害の特徴 

 

梅雨期の豪雨は、一般的に台風や津波と比べリードタイムが短い。そのため、とりわけ弱者の避難

に問題が生じてくる。 

によると、高齢者のみの世帯では若い人と同居してい

の差が出ると述べられている。 

この結果が梅雨の豪雨事例にどの程度当てはまるかについてはわからない。しかし、図１．６（ｂ）に

示した、２００４年の新潟・福島

か

また、これは梅雨期の豪雨災害に限られたことではな

らず、いかに早く正確な情報を取得し、適確な避難行動をおこすかが重要である。この情報取得の

 

 a
 

b

http://www.mlit.go.jp/river/saigai/kiroku/suigai/suigai.html

 

 

 

 

 

図１.7： (a) ２０００年の東海豪雨について群馬大学の片田敏孝助教授が調査した結果

国土交通省河川局ホームページ水害対策を考えるより

 

 
(b)田中淳「豪雨災害と高齢者」（「季刊消防科学と情報」No.78・2004年秋）より作成

 

 

方

状として次のような報告がある。 

した結果、ここでは防災情報システムとして緊急時のメールの配信サービスを行なっていだが、災

害発生直前や直後の情

が防災担当職員または広報担当職員の判断により、手動で配信されるものであり、多量の情報が

外部から伝えられ、何をメールで流すべきか判断が難しく、配信をためらったためとされている。 

これは、防災メールは災害警戒

降に機能を発揮するメディアであることを示唆している事例であり、今後その機能や効果を過信す

ることなく、利用法を検討することが必要であると言える。 
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1.3 梅雨期の降水に関する先行研究 

梅雨期の降水については、多くの研究がなされている。 

Hirota et al .(２００５)では、１９７９年から２００３年までの２５年間で、梅雨前線沿い(長江流域を含

中国南東部と日本)において、６月の日降水量が増加していると述べられている（図１．８参照）。 

また、Yoshizaki et al.(２００５)では、数値モデルを用いて、ＩＰＣＣ２００１のＡ１Ｂシナリオに従った温

化気候のもとで、梅雨期の気候について予測実験をおこなっている。これによると、温暖化気候の

とでは、梅雨入りがやや早まることや、７月下旬になっても梅雨前線の北上が見られず、明確な梅

明けが来ないという結果が得られた（図１．９（a）参照）。また、梅雨期の６月と７月の平均降水量が

加するだけでなく、強雨(１時間降水量３０ｍｍ以上)の発生頻度が日本全域で増加し、九州では増

率が７０％にまで達すると述べられている（図１．９（ｃ），（ｄ）参照）。 

 

 

 

 

 

む

暖

も

雨

増

加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図1.8： １９７９-２００３年の6月の降水量の変化〔mm day‐1 (25 years) -1〕

（Hirota et al. ,2005）
 

 a b
 

 

 

 

 

 



 

10                                         

 

 

去三年間の梅雨前線豪雨に関しては、２００４年の新潟・福 と福井豪雨、平成１８年

月豪雨について、事例解析を行なった先行研究がある。 

防災科学技術研究所が２００６年３月に発行した、「主要災害調査第４０号」に掲載されている、三

（２００６）では、２００４年の新潟・福島豪雨、福井豪雨について、気象庁領域数値予報モデル

RSM）や気象レーダーを用いた解析を行なっている。その結果、新潟・福島豪雨における発生機構

ついて、主に以下のことが述べられている。 

数百㎞スケール（メソαスケール）の低気圧が日本海から東北地方の日本海岸に移動した。メソα

ケール低気圧の縁を周る風と、太平洋高気圧の縁を周る南西風が海上で強い収束域を形成して

た。 

高度６２００ｍより下層では対流不安定であった。 

豪雨発生域では長さ数十㎞の３つのバンド状のレーダーエコーが、既存のバンドの北側に次々と

また、平成１８年年７月豪雨に関する研究では、論文に投稿されたものではないが、第 4 回「異常気

境

としての循環場の解析」と題して、研究報告を行なっている。これによると、以下のような環境場が

果として得られている。 

梅雨前線の活動は累年で見ても顕著に活発（特に前半）であり、上昇流の強さは１９７９年以降第

位であった。 

アジアジェットは北偏傾向（１０日前後から）で、かつ平年より強く、ジェット軸の南北の領域では弱

が明瞭である。 

中旬頃のユーラシア大陸上を伝播してきた波束伝播が顕著であり、領域平均した波の活動度フラ

クス

 c d

図1.9： (a)130-135Eにおける6月・7月の平均降水量の断面図
(b)日本の区切り方 (c)(d)でシミュレートされている各区域
(c)ＮＨＭによる現在の気候と温暖化の気候における降水の比較 （平均月雨量）
(d)ＮＨＭによる現在の気候と温暖化の気候における降水の比較 （強雨の発生頻度）
（Yoshizaki et al. ，2005）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、過 島豪雨

７

隅

（

に

①

ス

い

②

③

形成され、それぞれ南に伝播していた。 

 

象と長期変動」研究会において、原口（気象庁・気象情報）が「平成１８年７月豪雨をもたらした環

場

結

①

１

②

風

③

ッ は１９７９年以降で第 1 位であった。 
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1.4 本研究の目的 

 

機構の解明を図り、予測技術の向上に役立てていく

析を行なった。対象とした豪雨事例は、２００４年の「新潟・福島豪雨」、「福井豪雨」、２００５

８日から１０日の梅雨前線による大雨」、２００６

 

 

 

温室効果気体の増加に伴う全球的気候変化が懸念されているなか、過去三年の間にも甚大な被

害をもたらす豪雨が例年のように続き、さらに上記のような降水量の変化傾向や、予測実験の結果が

報告されていることからも、今後一層、豪雨発生

ことが求められる。 

そこで本研究では、過去三年間に発生した梅雨前線豪雨について、主に水蒸気の流れに着目し

た事例解

年の「７月１日から６日の梅雨前線による大雨」、「７月

年の「平成１８年７月豪雨」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

12                                            

第２章  

使用データ及び解析手法 

2.1 使用データ 

本研究で使用したデータは、気象庁提供ＧＰＶデータのＧＳＭ（全球数値予報モデル）とＭＳＭ（メ

数値予報モデル）である。ＭＳＭは、２００６年３月から計算の格子間隔を従来の１０ｋｍメッシュから

ｋｍメッシュに細分化するとともに、運用回数を従来の１日４回から８回となっている。以下は、ＧＰＶ

ータの概要である。 

ＧＳＭ （Global Spectral Model） 

領域       全球 

時間分解能   １日２回、１２時間間隔 

空間分解能   １．２５°× １．２５°（南北１４５×東西２８８） 

         鉛直層      １６層 (１０００ｈＰａ-１０ｈＰａ) 

ＭＳＭ （Meso-scale Non-hydrostatic Model） 

時間分解能   ２００３年１０月－２００６年２月 

１日４回、６時間間隔 

２００６年３月－ 

１日８回、３時間間隔 

分解能   ２００３年１０月－２００６年２月  

地表面 南北 ０．１°×東西 ０．１２５°(３００×２４０)  

 ０．２５°(１５０×１２０)  

地表面 南北 ０．０５°× 東西 ０．０６２５°(５０５×４８１)  

気圧面 南北 ０．１°× 東西 ０．１２５°(２５３×２４１) 

 

 

 

 

 

 

 

ソ

５

デ

 

  

領域       日本 (１２０Ｅ-１５０Ｅ, ２２．４Ｎ-４７．６Ｎ) 

空間

気圧面 南北 ０．２°×東西

２００６年３月－ 
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１６層 （１０００ｈＰａ-１００ｈＰａ） 

2.2 解析方法 

2.2.1 梅雨前

 

いて南北方向の温度勾配が小さく、

比湿(水蒸 この特徴を踏まえて、梅雨前線帯の位置

を示すために、水 ギー（ｈ）を用いた。 

 

 

 

 

Ｃｐは定圧比熱 の潜熱（２．５０×１０6Ｊ・ｋｇ-1）、ｑは

水蒸気混合比である。また、式（２）のｈ 。 

 

2.2.2 鉛直積分した水蒸

 

 大気層全体についての水蒸気輸送を ａ）ま

鉛直に積分した。水蒸気データの上端が３００ｈＰａであり、且つより上層の水蒸気量はごく少量であ

 

 

 

ここで、ｇは重力加速度、 は水 圧である。積分によって得られ

た量は、ベクトル量である。 

発散 

io)は、乾燥空気と水蒸気の質量比であり、比湿（specific humidity）は湿

空気と水蒸気の質量比である。大気中の水蒸気の総量を見積もるのには、この比湿（ｓ）だけで 

/)

 

鉛直層      ２００３年１０月－２００６年２月    

１４層 （９７５ｈＰａ-１００ｈＰａ） 

２００６年３月－                

 

線帯 

 前述のように、特に西日本で見られる梅雨前線は、下層にお

気混合比)勾配が大きいことで特徴づけられる。

蒸気の効果を含んだ相当温位の代わりに湿潤静的エネル

LqgzCpT ++=h （1）

gzTCph (/ ++= CpLq （2）

、Ｔは温度、ｇは重力加速度、ｚは高さ、Ｌは蒸発

/Ｃｐで表記すると、絶対温度（Ｋ）の単位をもつ変数となる

気フラックス 

見るために、大気最下層（１０００ｈＰａ）から上端（３００ｈＰ

で

るため、１０００ｈＰａから３００ｈＰａまでを鉛直積算した。 

ｓ 蒸気フラックス(ベクトル量)、ｐは気

 

2.2.3 可降水量と水蒸気の収束・

 

 水蒸気混合比（mixing rat

潤

（3）∫= sdpqflux
300

v
Psfc

g
1

v
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、必ずしもわかりやすいとは言えない。そのため、大気中の水蒸気の総量を表す尺度として、可降

量（PW）という値を定義する。 

 

る。 

発散項を求め、水蒸気の降水量（P）－蒸発

（E）を残差として求めた。ここで、 スの発散（負号なら収束）であり、単位

（ｇ/ｋｇ）/ｓである。 

2

降水域では下層において、水蒸気フラックスの収束が見られる。本研究では、これをより詳しく見る

分（chi）に分けて、解析を行なった。 

           発散成分 

ここで、ｑは水蒸気混合 ポテンシ

ル、ψは水蒸気フラックスの流線関数である。図２．１（ａ）に示したのが、平成１８年７月豪雨期間の

７月

気フラックスの全体の流れと、回転成分はほぼ同じ流れを示しているが、水蒸気が収束して

るのは日本列島に横たわる梅雨 近畿地方、 北陸

方、関東甲信地方で大雨となっている。このことは、水蒸気がどこで収束しているかが、降雨にお 

 

は

水

 

 

ここで、ｇは重力加速度、ｓは比湿、ｐは気圧、ｑは水蒸気混合比である。q≳ｓだが、ほとんど同じで

あ

 

 

 

 

 また、可降水量の時間変化項と水蒸気フラックスの

量 ∇< ｑ>は水蒸気フラック

は

 

.2.4 水蒸気フラックスの回転成分と発散成分 

  

ために、水蒸気のフラックスを回転成分（psi）と発散成

 

 

 

 

 

 

 

            回転成分 

 

比、ｕは東西風、ｖは南北風である。χは水蒸気フラックスの速度

ャ

１８日２１時の水蒸気フラックス、（ｂ）が同時刻の回転成分、（ｃ）が同時刻の発散成分である。 

水蒸

い 前線上であり、この時刻、中国地方、 東海地方、

地

∫∫ ≈=
PsfcPsfc

qdp
g

sdp
g
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300300

11
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いて重要であることを示している。そのため、本研究では発散成分に注目し、解析をおこなった。 

 

 

 

 

 (b)同時刻における水蒸気フラックスの回転成分（ベクトル）

 

 

 

 

 

 

 

 

a

(c)同時刻における水蒸気フラックスの発散成分（ベクトル） 負が収束を示す
ＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値を用いている

b c

図2.1： (a)２００６年７月１８日２１時における水蒸気フラックス（ベクトル）
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第３章  
 

解析結果  
 

 

 

本章では、三年間の梅雨前線豪雨について、各解析の結果と考察について述べる。特に断りの

ない限りＧＳＭデータの 析をおこなった。 

 

3.1 ２００４年 新潟・福島豪雨 

3.1.1 概要 

 

新潟県や福島県では、７月１２日夜から雨が降り始めた。１３日は前線が停滞し、北陸沿岸で発生

した雨雲は、新潟県中越地方や福島県会津地方に次々と流入し、同じ地域で雨が持続した。０９時

０分までの１時間に、新潟県栃尾市守門岳で６３mm、１０時までの１時間に福島県只見町で５０mm

記録するなど、朝から昼頃にかけて非常に激しい雨が降った。１２日夜の降り始めから１３日までの

降水量は、新潟県栃尾市では４２７mm、加茂市宮寄上で３２４mm、福島県只見町で３３３mm を記

している。 

初期値を用い、各豪雨期間について同様の解

５

を

総

録

 
図3.1： 新潟県栃尾市の降水量時系列図

（気象庁「災害をもたらした気象事例」）
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図３．２（ａ）に、豪雨期間（１２日２１時から１４日９時とする）の９２５ｈＰａにおける、水蒸気の効果を

えた湿潤静的エネルギー（moist static energy：ｈと記述する)と水蒸気フラックスの平均を示す。東

地方にｈの傾度が大きな部分（線の混んでいる部分）があり、気象天気図の梅雨前線帯の位置と

一

値線を横切

水蒸気フラックスの流れがあり、温かい空気が南西から流入している。 

圧、９７５ｈＰａにおける気温、風ベクトルの分

ている。三隅（２０ 空にメソαスケールの低気圧とその縁を周

合流が見られる。 

 

3.1.2 気象の状況 

 

考

北

致する。水蒸気フラックスは、中部、関東地方まで張り出した太平洋高気圧の縁に沿った流れと、

華南付近から梅雨前線帯に向かう流れが合流し、北上している。また、新潟付近では等

る

図３．２（ｂ）は豪雨発生時（１３日９時とする）の地上気

布を示し ０６）の先行研究と同様、新潟上

る風と、南西風の

b

a

 

 

 

 

図３．３は豪雨期間における、８５０ｈＰａおよび５００ｈＰａの高度場、水蒸気混合比、水蒸気フラック

の分布を示している。三隅（２００６）は、ＲＳＭ（気象庁領域スペクトルモデル気圧面解像度０．４°

が、本研究では図３の解析をより解像度の粗いＧＳＭデータによって行なったため、低気圧は見て

流圏上層で西に広がる低気圧があり、この低気圧を周る水蒸気

ラックスが、南西からのフラックスと、華中付近で合流しているのが見られる。   

図3.2： (a)７月１２日２1時から１４日９時までの９２５ｈPa面における湿潤静的エネルギー（実線）と水蒸気フラックス
（ベクトル）の平均. データはＧＰＶデータのＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値である.    (b)７月１３日９時の
９７５ｈPａ面における気温（実線）、風（ベクトル）、と地上気圧（破線）.  データはＧＰＶデータＭＳＭ（メソ数値予報
モデル）の初期値を用いている.

ス

×０．５°）を用い、８５０ｈＰａ面においても地上と同様のメソαスケールの低気圧が見えると示してい

る

取れない。しかし、中国東北部に対

フ
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また、三隅（２００６）では、ＲＳＭの領域（２０Ｎ－５０Ｎ、１２０Ｅ－１５０Ｅ）で、水蒸気混合比の極値

が東北付近にあることを示している。これをさらに広い領域（１５Ｎ－５０Ｎ、１０５Ｅ－１６５Ｅ）に広げて

見ると、東北上空の水蒸気混合比より大きな値が、長江流域に沿って見られる。梅雨前線に流れ込

む

極大値は、８５０ｈＰａ面より北方を迂回した分布を示している。

さらに、８５０ｈＰａ面では日本列島南部 比の値が小さい領域が見られたが、

５００ｈＰａでは見られない。 

 

水蒸気フラックスは、インド西風モンスーンの流れに沿って、華南や長江流域を通過しており、長

江流域の水蒸気量が、梅雨前線帯の降水量に影響を与える可能性も考えられる。 

５００ｈＰａにおける水蒸気混合比の

の海洋上に、比較的混合

 

 

a b

c d

図3.3： (a)７月１２日２1時から１４日９時までの８５０ｈPa面における水蒸気混合比（シェイド）、高度場（破線）、水蒸気
フラックス（ベクトル）の平均 (b)同期間の５００ｈPａ面における同要素 (c)同期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａ面
までの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル） (d)同期間における３００ｈＰａから５００ｈＰａ面までの同要素
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図３．３（ｃ）は、豪雨期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａまでの可降水量、図３．３（ｄ）は５００から

３００ｈＰａまでの可降水量の分布である。（ｃ）では、８５０ｈＰａ面の水蒸気混合比とほぼ一致する、可

降水量の分布が見られる。（ｄ）では、５００ｈＰａ面における水蒸気混合比の分布と同様、ハイナン島と

江流域に見られる大きな値が、長江中下流域で合流しているのが見える。この二つの分布域は、

ａ面・５００ｈＰａ・３００ｈＰａ面の風の場を参照）  

 

長

インドモンスーンと亜熱帯ジェットに沿っている。（図３．４（ａ）、（ｂ）、（ｃ）に示した、豪雨期間の８５０ｈ

Ｐ

 

                

 

 

図3.4： (a)７月１２日２1時から１４日９時までの８５０ｈPa面における高度場（実線）と風の場（ベクトル）の平均
(b)同期間の５００ｈPａ面における同要素 (c)同期間における３００ｈＰａ面における同要素

 

図３．５（ａ）、（ｂ）は、豪雨期間における、水蒸気フラックスの発散成分の平均を示している。（ａ）で

示した、７００ｈＰａ面から１０００ｈＰａ面までの積分値からは、豪雨の発生した新潟・福島付近には収束

が見られ、その東側と南側には発散が見られる。また、（ｂ）で示した、３００ｈＰａ面から５００ｈＰａ面まで

の積分値からは、豪雨域の発散と、その東側・南側の収束が見られた。この事例においては、強い 

a

c

b
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上昇流（下層収束・上層発散）に伴う、補償下降流（上層収束・下層発散）は、豪雨域の東側と南側

に出現している。また、下層の収束域の分布は、図３．６（ｂ）に示した、豪雨期間の降水量（Ｐ）－蒸

発量（Ｅ）の分布における、降水量の多い場所と一致する。 

図３．６（ａ）は、豪雨の前の期間（１０日２１時から１２日９時とする）におけるＰ－Ｅの平均を示してい

る。この図から、（ａ）では値の大きなＰは華中付近に広がっていたが、（ｂ）の豪雨期間では、黄海や

日本海上に移動しているように見える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.6： (a) ７月１０日２１時から１２日９時までの期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａにおける降水量－
蒸発量（青：降水が多い 赤：蒸発が多い）、水蒸気フラックス（ベクトル）の平均値 (ｂ) ７月１２日２1時
から１４日９時までの期間における同要素

a

a

b

図3.5： (a)７月１２日２1時から１４日９時までの７００－１０００ｈＰａ間における水蒸気フラックスの
回転成分の積分値平均（負号が収束） (b)同期間の３００－５００ｈPａ間における同要素

b
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 水蒸気の流れる様子をさらに詳しく見るために、可降水量の分布を１２時間ごとに見た（図３．７）。

左上の１０日２１時から１３日９時まで、ベンガル湾を北上した水蒸気フラックスはインドシナ半島を横

切り、ハイナン島付近から中国大陸東部を通過して日本に流れ込んでいる。 

 
図3.7： ７月１０日２１時から１３日９時までの１２時間ごとの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル）
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3.2 ２００４年 福井豪雨 

3.2.1 概要 

 

７月１４日に梅雨前線は北上し、１５日に活動は小康状態となっていたが、１６日から再び活動を強

め、新潟県では断続的に１時間に３０mm から４０mm の激しい雨が降った。１７日には、さらに活動が

強まり、午前中は新潟県下越地方や山形県置賜地方で非常に激しい雨が降った。その後、前線は

陸地方をゆっくりと南下し、強い雨域は南へ移動した。１８日は、前線の南下に伴い、福井県、岐

県などで大雨となった。特に早朝から昼前にかけて福井県で非常に激しい雨が降り、美山町では

６時１０分までの１時間に９６ｍｍの猛烈な雨が降った。午後以降、前線の活動は弱まり、一連の大

雨は終息した。 

北

阜

０

 

 図3.8： 福井県美山町の降水量時系列図
（気象庁「災害をもたらした気象事例」）

 

3.2.2 気象の状況 

ー（ｈ）と水蒸気フラックスの平均である。梅雨前線帯は、新潟・福島豪雨時より南下し、ｈの傾度は

。 

図３．９（ｂ）は、豪雨発生時（１８日９時とする）の地上気圧、９７５ｈＰａにおける気温、風ベクトルの

分布を示している。豪雨発生直前、日本海上で南西と北西から風が集まり、北陸・東北地方の日本 

海側に、西風が吹き込んでいる。 

 

図３．９（ａ）は、豪雨期間（１７日２１時から１８日９時とする）の９２５ｈＰａにおける、湿潤静的エネル

ギ

弱まっている。この時期に特徴的な太平洋高気圧の縁を周る水蒸気の流れについては、新潟・福島

豪雨時と同様に見ることができる。インド西風モンスーンの循環に沿った水蒸気の流れは、新潟・福

島豪雨より明瞭に見え、南シナ海から北上した後、梅雨前線帯に流入している
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図３．１０（ａ）、（ｂ）は豪雨期間における、８５０ｈＰａおよび５００ｈＰａの高度場、水蒸気混合比、水蒸

気フラックスの分布を示している。８５０ｈＰａ面に見える中国大陸華北付近の低気圧は、５００ｈＰａ面

ではそれより西に広がり、西に傾いた構造を示している。この低気圧の東側には、水蒸気混合比の

大きな値があり、その下で低気圧を周る水蒸気の流れと、インドモンスーンに沿った流れが合流して

いる。  

図3.9： (a)７月１７日２1時から１８日９時までの９２５ｈPa面における湿潤静的エネルギー（実線）と水蒸気フラックス
（ベクトル）の平均. データはＧＰＶデータのＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値である.    (b)７月１８日３時の
９７５ｈPａ面における気温（実線）、風（ベクトル）、と地上気圧（破線）.  データはＧＰＶデータＭＳＭ（メソ数値予報
モデル）の初期値を用いている.

 

 

b

a

a b
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c d

 

 

 

図３．１０（ｃ）、（ｄ）に示した、豪雨期間における可降水量の積分値の分布においても、同様の水

気の流れが見える。 水蒸気混合比、可降水量ともに、新潟・福島豪雨時より値が大きく、上層に

いては極値域が西にずれ、長江河口付近が乾いている。３００－５００ｈＰａ間の可降水量分布を比

られた、ハイナン島と長江流域に見られる大きな値の合流が消え、

ベット高原から北東（約４０Ｅまで）に向かう、一本の帯状の分布を示している。 

 

蒸

お

較すると、新潟・福島豪雨期間に見

チ

 

 

 

 

 

図3.10： (a)７月１７日２1時から１８日９時までの８５０ｈPa面における水蒸気混合比（シェイド）、高度場（破線）、水蒸気
フラックス（ベクトル）の平均 (b)同期間の５００ｈPａ面における同要素 (c)同期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａ面
までの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル） (d)同期間における３００ｈＰａから５００ｈＰａ面までの同要素

図3.11： (a)７月１７日２1時から１８日９時までの５００ｈPa面における高度場（実線）と
風の場（ベクトル）の平均 (b)同期間の３００ｈPａ面における同要素

a b
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図３．１２（ａ）、（ｂ）は、豪雨期間における、水蒸気フラックスの発散成分の平均を示している。（ａ）

は、７００ｈＰａ面から１０００ｈＰａ面までの積分値である。大きな収束域は太平洋側に見られるが、福井

県付近においても局所的ではあるが、収束しているのが見られる。 

また、（ｂ）で示した３００ｈＰａ面から５００ｈＰａ面までの積分値においては、局所的な収束域の南に

大きな収束域がある。 

しかし、図３．１３（ｂ）に示した、降水量（Ｐ）－蒸発量（Ｅ）の分布を見ると、降水量の多かった東北

から中部地方の日本海側では、収束がさほど強くない。この事例においては、豪雨域より降水量の

少ない場所で、下層の収束が大きく、新潟・福島豪雨のような収束域と降水域の対応見られなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

図3.12： (a)７月１７日２1時から１８日９時までの７００－１０００ｈＰａ間における水蒸気フラックスの
回転成分の積分値平均（負号が収束） (b)同期間の３００－５００ｈPａ間における同要素

図3.13： (a) ７月１５日２１時から１７日９時までの期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａにおける降水量
－蒸発量（青：降水が多い 赤：蒸発が多い）、水蒸気フラックス（ベクトル）の平均値 (ｂ) ７月１７日２1
時から１８日９時までの期間における同要素

ba

a b
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図３．１３（ａ）は、豪雨の前の期間（１５日２１時から１７日９時とする）におけるＰ－Ｅの平均を示して

いる。この前の期間では、降水域が１０５Ｅから１３０Ｅまで東西にのび、中国大陸南部からの水蒸気

が日本に流れてきたようには見えない。 

 

次に、図３．１５に可降水量の１２時間ごとの時間変化を示す。１５日２１時から１８日９時までの間、

新潟・福島豪雨より太平洋高気圧の縁を周る水蒸気の流れが強くなり、水蒸気が図の右下から中心

に運ばれた後、迂回して日本に流れこんでいる。また、台風が１６日２１時中国大陸東部に上陸して

いる（図３．１４）が、この台風が運んだ水蒸気が福井県の豪雨に効いているようには、見られなかっ

た。 

 

 

 

 

 

図3.14： ２００４年台風９号の経路図（台風気象庁提供）
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図3.15： ７月１５日２１時から１８日９時までの１２時間ごとの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル）

 

 



 

28                                         

 

       

 図3.16： ７月１１日から１９日までの湿潤静的エネルギーのアドベクション

 

期間（新潟・福島豪雨、福井豪雨を含む）における、

経１３６度から１３９度、北緯３６度から３７．５度までの領域平均をおこなった湿潤静的エネルギー

の

合は、上空の寒気の流入より、下層が暖まったことによる部分が大きく、新潟・福島豪雨よりも

度がゆるい。 

 

3.3 ２００５年 ７月１日～６日 梅雨前線による大雨 

3.3.1 概要 

 

７月１日から６日かけて、活発化した梅雨前線が東北地方から九州地方へゆっくり南下した。１～３

日には中国・四国地方を中心に大雨になり、日降水量は３日に柳井（山口県柳井市）で３４７ｍｍ、安

下庄（山口県周防大島町）で３３２ｍｍを観測した。４日には長野県～九州地方で、５～６日には九州

地方を中心に激しい雨が降った。１時間降水量は６日に熊本県芦北町で９９．５ｍｍ、鹿児島さつま

町で７８ｍｍを観測した。 

 

図３．１６は、２００４年７月１１日から１９日までの

８５０ｈＰａ面（黒線） ５００ｈＰａ面（緑線）

東

移流である。新潟・福島豪雨の発生前の１２日２１時に、豪雨域の下層の相当温位が上がるととも

に、上層大気が冷え、不安定な状態になっている。１３日の夜には、不安定な状態を解消しており、

この短い期間に激しい対流が起こったと推測される。 

また、１７日以降も不安定が続き、豪雨が発生した１８日の９時に、温位の傾度がきつくなっている。

この場

傾
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.3.2 気象の状況 

図３．１８（ａ）は、豪雨期間（２日９時から６日９時）の９２５ｈＰａにおける、湿潤静的エネルギー（ｈ)と

蒸気フラックスの平均である。３５Ｎ付近にｈの傾度が大きい、東西に長くのびた梅雨前線帯がある。

た、この期間の水蒸気フラックスは、西に広く張り出した太平洋高気圧の縁を周り、ハイナン島付近

ら北上している。また、わずかではあるが、中国地方付近でベクトルが等値線を横切り、温度移流

おこなわれているように見られる。 

した。梅雨前線帯には南西風が吹き込むとともに、日本列島東部の低気圧を周る北からの風が吹

き込んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.17： 山口県柳井市の降水量時系列図
（気象庁「災害をもたらした気象事例」） 

 

3

 

水

ま

か

が

図３．１８（ｂ）は、豪雨発生時（２日３時）の地上気圧、９７５ｈＰａにおける気温、風ベクトルの分布を

示
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図３．１９（ａ）、（ｂ）は豪雨期間における、８５０ｈＰａおよび５００ｈＰａの高度場、水蒸気混合比、水蒸

気フラックスの分布を示している。どちらの高度場においても、２００４年より混合比の値は大きく、長く

横たわった太平洋高気圧と、中国東北部の低気圧に挟まれ、東西に長くのびた分布を示している。

また、８５０ｈＰａ面の日本列島の南下の乾燥域は、５００ｈＰａ面では見られず、これは２００４年の新潟・

福島豪雨の事例と同様である。 

図３．１９（ｃ）、（ｄ）に示した、豪雨期間の可降水量の積分値分布においても、水蒸気混合比と同

様の分布を示している。インドモンスーンが、２００４年より中国大陸西部を北上しているため(図３．２０

参照)、長江河口・華南付近における混合比や可降水量の値が小さい。 

 

 

 

図3.18： (a)７月２日９時から６日９時までの９２５ｈPa面における湿潤静的エネルギー（実線）と水蒸気フラックス
（ベクトル）の平均. データはＧＰＶデータのＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値である.   (b)７月３日３時の
９７５ｈPａ面における気温（実線）、風（ベクトル）、と地上気圧（破線）.  データはＧＰＶデータＭＳＭ（メソ数値予
報モデル）の初期値を用いている.

a

b
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ba

c d

 

 

図3.19： (a)７月２日９時から６日９時までの８５０ｈPa面における
ラックス（ベクトル）の平均 (b 同期間の５００ｈPａ面における同要素 (c)同期間における１０００ｈＰａから３００ｈ
での可降水量（シェイド）と水 気フラックス（ベクトル） (d)同期間における３００ｈＰａから５００ｈＰａ面までの同要

水蒸気混合比（シェイド）、高度場（破線）、水蒸気フ
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次に示した図３．２１（ａ）、（ｂ）は、豪雨期間における水蒸気フラックスの発散成分の平均である。

ａ）の対流圏下層の積分値は、東西にのびる梅雨前線帯に沿うような収束域を示し、その南側には

発

（

散が見られる。（ｂ）の対流圏上層の積分値は、下層の収束・発散域に対応した発散・収束域が見

られる。下層で収束している場所では、図３．２２（ｂ）で示した、降水量（Ｐ）－蒸発量（Ｅ）のうちＰの値

が大きく、収束にともなう上昇流の存在を示している。 

 図３.２２（ａ）は、豪雨発生前の期間（６月２９日９時から７月１日２１時とする）における、降水量－蒸 

発量の平均値の分布である。 

 

 

図3.21： (a)７月２日９時から６日９時までの７００－１０００ｈＰａ間における水蒸気フラックスの
回転成分の積分値平均（負号が収束） (b)同期間の３００－５００ｈPａ間における同要素

a b

図3.20： (a)７月２日９時から６日９時までの８５０ｈPa面における高度場（実線）と
風の場（ベクトル）の平均 (b)同期間の５００ｈPａ面における同要素

ba
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さらに水蒸気の流れを見るために、図３．２３に、豪雨期間前（１日９時から３日２１時まで）における

可降水量の時間ごとの推移を示した。この事例期間において、南シナ海上で東西から集まった水蒸

気が、中国大陸の高原（内陸）を通って北上し、梅雨前線帯で東に広がるという経路をとっていること

が見られた。 

また、７月５日から６日の期間は、梅雨前線帯が南下し九州地方を中心に豪雨が降っているが、そ

の期間までの可降水量の時間変化を、図３．２４に示した。図３．２３で示されたような経路は、５日の９

時まで続いていたが、５日の２１時以降、南シナ海で見られた水蒸気の合流がフィリピン上で起こり、

中国大陸内陸を流れていた水蒸気が、東シナ海上を通って九州南部に流入している。 

 

 

 

 

ba

図3.22： (a) ６月２９日９時から７月１日２１時までの期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａにおける降水
量－蒸発量（青：降水が多い 赤：蒸発が多い）、水蒸気フラックス（ベクトル）の平均値 (ｂ) ７月２日９
時から６日９時までの期間における同要素

 

 

 

 

 

 

 

 



 

34                                         

 

 

 
図3.23： ７月１日９時から３日２１時までの１２時間ごとの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル）
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図3.24： ７月４日９時から６日２１時までの１２時間ごとの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル）
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3.4 ２００５年 ７月８日～１０日 梅雨前線による大雨 

3.4.1 概要 

 

７月８日から１０日にかけて、活発化した梅雨前線が九州地方南部から本州へ北上した。８日には

鹿児島県、熊本県、宮崎県を中心に、１時間に５０ｍｍを超える非常に激しい雨が降り、田代（鹿児

島県錦江町）では７３ｍｍを観測した。９日には静岡県を中心に１時間に５０ｍｍを超える大雨が降 、

時間降水量は清水（静岡県静岡市）で７９ｍｍ、三ヶ日（静岡県浜松市）で７６ｍｍを観測した。１０

には熊本県や大分県を中心に１時間３０ｍｍを超える雨が降った。１時間降水量は南小国（熊本

南小国町）で９８ｍｍ、鹿北（熊本県山鹿市）で９２ｍｍを記録した。 

り

１

日

県

 

 

 

.4.2 気象の状況 

は、豪雨発生時（１０日３時とする）の地上気圧、９７５ｈＰａにおける気温、風ベクトルの

分

図3.25： 熊本県南小国町の降水量時系列図
（気象庁「災害をもたらした気象事例」）

 

3

 

図３．２６（ａ）は、豪雨期間（８日２１時から１０日２１時とする）の９２５ｈＰａにおける、湿潤静的エネル

ギー（ｈ）と水蒸気フラックスの平均である。南シナ海から北上する水蒸気フラックスは、九州付近で等

値線を横切り、温かい空気塊を梅雨前線帯に移流している。 

図３．２６（ｂ）

布を示している。日本海にメソαスケールの低気圧があり、この中心に向かって強風が吹き込んで

いる。 
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図３．２７（ａ）、（ｂ）に、豪雨期間における８５０ｈＰａおよび５００ｈＰａの高度場、水蒸気混合比、水蒸

気フラックスの分布を示す。中国東北部に上層で西に広がる低気圧が存在し、５００ｈＰａ面では亜熱

帯ジェットと低気圧を周る風が華中付近で合流している。８５０ｈＰａ面では中国内陸部を北上した水

蒸気が九州地方に流れ込んでいる。５００ｈＰａ面では、３０°Ｎから３５°Ｎ付近で、太平洋高気圧を

周る南西風と極ジェットが合流し（図３．２８参照）、この付近で水蒸気混合比の大きな値が帯状に分

布している。 

図３．２７（ｃ）、（ｄ）に示した、豪雨期間の可降水量の積分値分布においても、水蒸気混合比と同 

様の分布を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.26： (a)７月８日２１時から１０日２１時までの９２５ｈPa面における湿潤静的エネルギー（実線）と水蒸気フラッ
クス（ベクトル）の平均. データはＧＰＶデータのＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値である.   (b)７月１０日
３時の９７５ｈPａ面における気温（実線）、風（ベクトル）、と地上気圧（破線）.  データはＧＰＶデータＭＳＭ（メソ数
値予報モデル）の初期値を用いている.

b

a
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a b

c d

図3.27： (a)７月８日２１時から１０日２１時までの８５０ｈPa面における水蒸気混合比（シェイド）、高度場（破線）、水蒸気
フラックス（ベクトル）の平均 (b)同期間の５００ｈPａ面における同要素 (c)同期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａ面
までの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル） (d)同期間における３００ｈＰａから５００ｈＰａ面までの同要素
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次に示した図３．２９（ａ）、（ｂ）は、豪雨期間における水蒸気フラックスの発散成分の平均である。

（ａ）の対流圏下層の積分値は、東西にのびる収束域を示し、南下には弱い発散が見られる。また、

特に九州地方付近では南からの収束が強い。（ｂ）の対流圏上層の積分値は、下層の収束・発散域

に対応した発散・収束域が見られる。これら二つの収束・発散の分布は、図３．３０（ｂ）で示した、降水

量（Ｐ）－蒸発量（Ｅ）とほぼ対応している。 

 図３.３０（ａ）は、豪雨発生前の期間（６日９時から８日９時とする）における、Ｐ－Ｅの平均値の分布で

ある。東西にのびる降水域が見られ、水蒸気の流れは豪雨期間と少し異なる。豪雨期間前は東シナ 

海上を北上していたが、豪雨期間は大陸上を迂回している。 

 

 

回転成分の積分値平均（負号が収束） (b)同期間の３００－５００ｈPａ間における同要素

a b

ba

図3.28： (a)７月２日９時から６日９時までの５００ｈPa面における高度場（実線）と
風の場（ベクトル）の平均 (b)同期間の３００ｈPａ面における同要素

 図3.29： (a)７月８日２１時から１０日２１時までの７００－１０００ｈＰａ間における水蒸気フラックスの
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図３．３１は、豪雨発生前の７日２１時から１０日９時までの期間における、１２時間ごとの可降水量

の分布である。南シナ海から北上する強い水蒸気の流れがあり、南西から九州地方に向かって流入

している。また、フィリピン東部の太平洋上の可降水量の大きな値が、時間と共に消え、太平洋高気

圧を周る南風にのって北に移動しているように見える。 

 

 

 

 

a b

図3.30： (a) ７月６日９時から８日９時までの期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａにおける降水量－蒸
発量（青：降水が多い 赤：蒸発が多い）、水蒸気フラックス（ベクトル）の平均値 (ｂ) ７月８日２１時から
１０日２１時までの期間における同要素
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 図3.31： ７月７日２１時から１０日９時までの１２時間ごとの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル）

 

 



 

42                                         

 

       

 

 

図３．３２は、２００５年７月１日から１０日までの期間の前半（中国・四国地方、九州において豪雨発

生）における、東経１３０度から１３５度、北緯３２度から３６度までの領域平均をおこなった湿潤静的エ

ネルギーの移流である。中国・四国地方で豪雨のあった３日と、九州で豪雨のあった６日と１０日に、

温位傾度がきつくなっている。特に、６日の豪雨については、上層が冷やされたことによる不安定が

要因だったと考えられる。 

3.5 ２００６年 平成１８年７月豪雨 

.5.1 概要 

 

７月１５日から２４日にかけて、梅雨前線に多量の水蒸気が流れ込み、前線の活動が活発となった。

５日から２１日には、梅雨前線が九州地方から東日本に停滞し、この期間の総雨量は、長野県王滝

御嶽山で７０１ｍｍになるなど、多いところで６００ｍｍを超えた。１８日から２４日には、九州地方で

雨前線がほぼ停滞し活動が活発化したため、この期間の総雨量が宮崎県えびの市で１，２８１ｍｍ

なるなど、多いところで９００ｍｍを超えている。 

半（１５日－２１日） 

１５日に朝鮮半島から日本海を通って北陸地方に達した梅雨前線が、１８日には梅雨前線が中国

方から関東地方まで南下し、中国地方、近畿地方、東海地方、北陸地方、関東甲信地方など広

図3.32： ７月１日から１０日までの湿潤静的エネルギーのアドベクション
８５０ｈＰａ面（黒線） ５００ｈＰａ面（緑線）

 

3

 

 

１

村

梅

と

前

地

い範囲で大雨となり、山陰地方と長野県では日雨量が２００ｍｍを超える大雨となった。 
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１９日には九州地方から関東地方にかけて大雨となり、島根県、鳥取県、長野県では１９日１０時頃

までに、観測開始以来最大の２４時間雨量を観測したところがあり、長野県辰野町辰野では７月の平

年月雨量（２１７ｍｍ）を超える２４６ｍｍを観測している。 

後半（１８日－２４日） 

２２日には、梅雨前線は九州南部から東日本の太平洋側まで南下し、鹿児島県さつま町さつま柏

原で１時間に８８ｍｍの激しい雨が降った。また、鹿児島県大口市大口では７月の平年月雨量（４９０．

９mm）を超える、５１１ｍｍを観測した。２４日、引き続き梅雨前線が九州地方から東日本に停滞し、富

山県、長野県では日雨量１００ｍｍを超える大雨となったが、九州地方の大雨は終息した。 

 

 

 

 

 

 

3.5.2 気象の状況 

 

半（１５日－２１日） 

図３．３４（ａ）は、豪雨期間（１７日９時から１９日９時とする）の９２５ｈＰａにおける、湿潤静的エネル

ー（ｈ）と水蒸気フラックスの平均である。関東地方、中部地方、近畿地方、中国地方に横たわる東

図3.33： (a)長野県御嶽山の降水量時系列図 (b)宮崎県えびの市の降水量時系列図
（気象庁「災害をもたらした気象事例」）

前

ギ

西に長い梅雨前線帯があり、その範囲では等値線を横切る水蒸気フラックスが見える。中国華中付 
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近にｈの大きな値が東にのび、前線帯に暖かい空気を運んでいる。 

図３．３４（ｂ）は、豪雨発生時（１８日９時とする）の地上気圧、９７５ｈＰａにおける気温、風ベクトルの

分布を示している。中国地方に向かって、風が収束している一方、日本海は弱風域になっている。 

 

 

次に示す図３．３５（a）、（b）は豪雨期間における８５０ｈＰａおよび５００ｈＰａの高度場、水蒸気混合比、

蒸気フラックスの分布である。８５０ｈＰａ面における太平洋上の水蒸気混合比の大きな値が、他の

年と比べて、より北（１５°Ｎから２０°Ｎ付近まで）に広がっている。さらに、水蒸気混合比の大きな

が、前線帯南部の中国大陸全体に広がっている。５００ｈＰａ面においては、インドシナ半島で東西

ら風が合流し、太平洋高気圧の縁を周りながら北上する南西風に沿って分布する流れと、亜熱帯

ェットの蛇行によるチベット高原の水蒸気輸送の流れが（図３．３６参照）、梅雨前線上で合流して

る。 

図３．３５（ｃ）、（ｄ）は豪雨期間における可降水量である。（ｃ）は１０００ｈＰａから３００ｈＰａ面まで、

ｄ）は５００ｈＰａから３００ｈＰａまでの上層の値である。この図においても、この事例における太平洋上

水蒸気混合比の大きな値は、他の二年に比べ北に広がっている。華中付近の値が最も大きく、日

列島の東まで大きな値が分布している。（ｄ）の上層における可降水量は、５００ｈＰａ面の水蒸気混

比と同様の分布を示している。 

b
a

 図3.34： (a)７月１７日９時から１９日９時までの９２５ｈPa面における湿潤静的エネルギー（実線）と水蒸気フラック
ス（ベクトル）の平均. データはＧＰＶデータのＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値である.   (b)７月１８日１２
時の９７５ｈPａ面における気温（実線）、風（ベクトル）、と地上気圧（破線）.  データはＧＰＶデータＭＳＭ（メソ数
値予報モデル）の初期値を用いている.
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a b

c d

図3.35： (a)７月１７日９時から１９日９時までの８５０ｈPa面における水蒸気混合比（シェイド）、高度場（破線）、水蒸気
フラックス（ベクトル）の平均 (b)同期間の５００ｈPａ面における同要素 (c)同期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａ面
までの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル） (d)同期間における３００ｈＰａから５００ｈＰａ面までの同要素
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の図３．３７（ａ）、（ｂ）は豪雨期間における水蒸気フラックスの発散成分の平均を示している。（ａ）の

対 圏下層では、梅雨前線帯に沿った東西に長い収束域が見られる。この場合、北からの収束も強

く

 

次

流

、また南には発散域が見られる。（ｂ）の上層では、中国地方付近で大きく発散している。 

 （ａ）の収束域は、図３．３８（ｂ）の豪雨期間における降水分布と一致している。図３．３８（ａ）の豪雨

の前の期間（１４日２１時から１６日２１時とする）では、台湾や華南付近で大きな降水が見られる。これ

は、７月９日に発生した台風４号（図３．４０に台風経路図を示した）にともなう降水量であると考えられ

る。 

 

 

 

a

ba

b

図3.36： (a)７月１７日９時から１９日９時までの５００ｈPa面における高度場（実線）と
風の場（ベクトル）の平均 (b)同期間の３００ｈPａ面における同要素

 

 

図3.37： (a)７月１７日９時から１９日９時までの７００－１０００ｈＰａ間における水蒸気フラックスの
回転成分の積分値平均（負号が収束） (b)同期間の３００－５００ｈPａ間における同要素
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また、図３．３９には７月１６日 9 時から１８日２１時までの期間における、可降水量の１２時間ごとの

推移を示した。中国大陸東部（特に台風の上陸域）に大きな値が分布し、１６日９時から１７日９時あ

たりまでに見られる南シナ海から北上する強い水蒸気の流れによって、大陸の南北に極値が分離し

た後、北方の極大値は北緯３５度付近から山陰地方に向かってのびている。 

 

図３．４１は、２００６年７月１５日から２５日までの期間（主に、中国地方・山陰地方・中部地方におい

て豪雨発生）における、東経１３３度から１３９度、北緯３４度から３７度までの領域平均をおこなった湿

潤静的エネルギーの移流である。記録的な降水量をもたらした１８日には、８５０ｈＰａ面が暖められ、

不安定になっているが、１９日には多少不安定が解消されている。 

２００４年や２００５年の事例においては、上層大気が急激に冷やされる場合があったが、この期間

は上層の冷却より下層が温められたことによる不安定がきいていたと考えられる。 

 

a b

図3.38： (a) ７月１４日２１時から１６日２１時までの期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａにおける降水量
－蒸発量（青：降水が多い 赤：蒸発が多い）、水蒸気フラックス（ベクトル）の平均値 (ｂ) ７月１７日９時
から１９日９時までの期間における同要素

に
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図3.39： ７月１６日９時から１８日２１時までの１２時間ごとの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル）
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図3.40： ２００６年台風４号の経路図（台風気象庁提供）

 

  

 

 

図3.41： ７月１５日から２５日までの湿潤静的エネルギーのアドベクション
８５０ｈＰａ面（黒線） ５００ｈＰａ面（緑 ）線
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後半（１８日－２４日） 

図３．４２（ａ）は、豪雨期間（２０日２１時から２３日９時とする）の９２５ｈＰａにおける、湿潤静的エネル

ギー（ｈ）と水蒸気フラックスの平均である。東西に長くのびた前線帯に、南西からの水蒸気フラックス

が勢いよく流入している。また、長江河口付近には湿潤静的エネルギーの高い値があり、水蒸気フラ

ックスのベクトルは、そこから梅雨前線帯に向かっている。これは、暖かく湿った空気が移流している

ことを示している。 

図３．４２（ｂ）は、豪雨発生時（２２日９時とする）の地上気圧、９７５ｈＰａにおける気温、風ベクトルの

分布を示している。中国東北部に低気圧があり、その縁を周る風が梅雨前線より北で速度を落とし

州西部の東シナ海上に弱風域を形成している。一方、梅雨前線帯の南側では九州南部や前線

に向かう強い南西風が見られる。 

 

、

九

帯

 

 

 

 

図３．４３（ａ）、（ｂ）は豪雨期間における、８５０ｈＰａおよび５００ｈＰａの高度場、水蒸気混合比、水蒸

気フラックスの分布を示している。８５０ｈＰａ面では、太平洋上の水蒸気混合比の大きな値が、前半の

期間（１５日－２１日）より以上に、北（北緯３０度）に大きく広がっている。また、５００ｈＰａ面における太

平洋上の混合比も、大きな値が北まで広がっている。 

図３．４３（ｃ）、（ｄ）には、豪雨期間の可降水量分布を示している。（ｂ）の３００ｈＰａ面から５００ｈＰａ

面までの可降水量は、中国東北部に発達した低気圧を周る極ジェットと、亜熱帯ジェットが合流する

図３．４４参照）風の場に沿って、大きな値が東西に広く分布している。 

図3.42： (a)７月２０日２１時から２３日２１時までの９２５ｈPa面における湿潤静的エネルギー（実線）と水蒸気フ
ラックス（ベクトル）の平均. データはＧＰＶデータのＧＳＭ（全球数値予報モデル）の初期値である.   (b)７月２２
日９時の９７５ｈPａ面における気温（実線）、風（ベクトル）、と地上気圧（破線）.  データはＧＰＶデータＭＳＭ（メソ
数値予報モデル）の初期値を用いている.
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c d

図3.43： (a)７月２０日２１時から２３日２１時までの８５０ｈPa面における水蒸気混合比（シェイド）、高度場（破線）、水蒸
気フラックス（ベクトル）の平均 (b)同期間の５００ｈPａ面における同要素 (c)同期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａ
面までの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル） (d)同期間における３００ｈＰａから５００ｈＰａ面までの同要素
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図３．４６（ｂ）に示した豪雨期間のＰ－Ｅの分布は、下層の収束域に対応し、九州地方においても

大

 

 

次に、豪雨期間における水蒸気フラックスの発散成分の平均を、図３．４５に示した。この期間、九

州地方に大雨が集中していたが、下層の収束域は日本列島東部の太平洋上で顕著であり、九州地

方に見える収束においては、北西の大きな発散域に伴い、南より北からの収束が強い。また、上層

では下層の収束域に対応した発散が見られる。 

 

きなＰの値が示されている。また、（ａ）の豪雨の前の期間（１９日９時から２０日９時とする）において

は、九州地方と中部地方に降水の極大域があり、実際の降雨分布と一致している。 

 

 

図3.45： (a)７月２０日２１時から２３日９時までの７００－１０００ｈＰａ間における水蒸気フラックスの
回転成分の積分値平均（負号が収束） (b)同期間の３００－５００ｈPａ間における同要素

a b

図3.44： (a)７月２０日２１時から２３日２１時までの５００ｈPa面における高度場（実線）と
風の場（ベクトル）の平均 (b)同期間の３００ｈPａ面における同要素

ba
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 図３．４８には、後半の期間（１８日－２４日）において、降水量の多かった２１日、２２日までの、１２時

間ごとの可降水量分布を示した。この期間、南からの強い水蒸気移流は見られないが、他の二年よ

り大きな値の可降水量が、梅雨前線帯に沿って停滞し続けている。この前線上に停滞する水蒸気量

の起源について、７月１９日夜に北緯１０度付近に発生した台風５号（図３．４７参照）の影響が無いと

は言いきれないが、梅雨前線からかなり離れたところに位置するため、２１日の豪雨をこの台風の水

蒸気がもたらしたとは考えにくい。２２日以降においては、台風５号が梅雨前線帯の水蒸気を補って

いた可能性は考えられるが、２１日から２２日にかけて降り続いた豪雨は、局所的な水蒸気の収束に

よるものと考えられる。 

 

図３．４９は、２００６年７月１５日から２５日までの期間のうち後半（主に、九州地方において豪雨発

生）における、東経１３０度から１３２．５度、北緯３０度から３５度までの領域平均をおこなった湿潤静

的エネルギーの移流である。１８日から、下層が暖められることにより不安定になり、その不安定を解

消した後、また下層大気が暖められるということを繰り返している。この下層が暖化の要因は、この図

からはわからないが、期間雨量が１０００ｍｍを超えるほどの雨が九州に降り続いたのは、この繰り返

された下層の暖気移流によるものと考えられる。 

 a b

図3.46： (a) ７月１９日９時から２０日９時までの期間における１０００ｈＰａから３００ｈＰａにおける降水量－
蒸発量（青：降水が多い 赤：蒸発が多い）、水蒸気フラックス（ベクトル）の平均値 (ｂ) ７月２０日２１時
から２３日９時までの期間における同要素
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図3.47： ２００６年台風５号の経路図（台風気象庁提供）

図3.49： ７月１４日から２５日までの湿潤静的エネルギーのアドベクション
８５０ｈＰａ面（黒線） ５００ｈＰａ面（緑線）
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図3.48： ７月１９日９時から２１日２１時までの１２時間ごとの可降水量（シェイド）と水蒸気フラックス（ベクトル）
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3.6 各事例の比較 

 

年である。２００５年と２００６

は、南北に収束し、東西に発散しているが、２００４年は東西に収束し南北に発散しているのがわ

かった。 

 

 

 

また、同様の領域（図３．４０）における水蒸気収支の豪雨期間平均を図３．４２に示す。豪雨期間

はそれぞれ、２００４年は７月１２日９時から１８日２１時、２００５年は７月１日９時から１０日２１時、２００６

年は７月１５日９時から２４日２１時である。 

この結果、２００５年と２００６年の豪雨期間では、総降水量が７月平均より増加し、南と西からの水

蒸気供給量も、ともに増えている。また、７月の平均を見ても明瞭ではあるが、２００６年は南から流れ

込む水蒸気の量が非常に多い。 

3.6.1 豪雨域における水蒸気収支 

 図３．４０に示した九州から中部・北陸地方を含む領域における、水蒸気収支の７月１日から３１日ま

での平均を図３．４１に示す。（a）は２００４年、（b）は２００５年、（c）は２００６

年

かる。ボックス内の数値は、領域内の総降水量の７月平均値であり、２００６年は他の２年と比べて値

が大き

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16

227 2mm/day 239

45

71

274 7mm/day 351

209

96

182 0 .4mm/day 108

25

図3.40： 北緯31度から38度、東経129度から139度における
2006年7月18日21時1000ｈＰａ面上の領域平均した気温（Ｋ）

a b c

図3.41： (a)2004年７月 (ｂ)2005年7月 (c)2006年7月
の水蒸気収支の領域（図3.40）平均
矢印の数値は、ボックス領域に出入りする水蒸気量（ｋｔ/ｓ）
ボックス内の数値は、領域内の総降水量（mm/day）
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しかし、２００４年の場合、この領域では水蒸気の発散域が含まれるため、７月平均、豪雨期間平均

もに、東西には収束しているが、南からの供給量を上回る水蒸気が北に流出し、南北の収束が見

れない。そこで、２００４年と２００６年の事例について、さらに狭い領域（図３．４３）における水蒸気

支について見てみた。 

93

360 -4mm/day 348
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29

400 15mm/day 472

226

c
45

419 7mm/day 399

84

b

図3.42： (a)2004年７月12日9時から18日21時まで (ｂ)2005年7月1日9時から10日21時まで
(c)2006年7月15日9時から24日21時まで の水蒸気収支の領域（図3.40）平均 矢印の数値は、
ボックス領域に出入りする水蒸気量（ｋｔ/ｓ）ボックス内の数値は、領域内の総降水量（mm/day）

a b

2

258 7mm/day 196

-53

-0.6

265 64mm/day 168

-32

c d

図3.43： (a)｢新潟・福島豪雨｣の豪雨域を含む、北緯36度から39度、東経138度から141度の領域
(ｂ)｢福井豪雨｣の豪雨域を含む、北緯35度から38度、東経136度から139度の領域
(c)2004年7月12日21時から13日9時までの水蒸気収支の領域(a)平均
(ｄ)2004年7月17日21時から18日9時までの水蒸気収支の領域(b)平均

矢印の数値は、ボックス領域に出入りする水蒸気量（ｋｔ/ｓ）ボックス内の数値は、領域内の総降水量（mm/day）
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結果、２００４年の｢新潟・福島豪雨｣、｢福井豪雨｣ともに、狭い領域においても、東西には収束して

いるが、南北の収束は見られなかった。 

ここで、南北の収束が見られない原因を考えるために、水蒸気フラックスの回転成分と発散成分を

それぞれ示した（図３．４４）。 

｢新潟・福島豪雨｣の事例では、東西の水蒸気フラックスは豪雨域で収束しているように見える。し

豪雨域付近に分流場が見られ、水蒸気フラ 南北に分かれている。そして、（ｂ）の発散

成分では、前線帯に沿って全ての方角から収束しているのが見える。すなわち、ボックス領域での水

蒸気収支算出では見られないが、水蒸気フラックスは東西、南北ともに収束しているということが言え

る。また、２００４年の二つの事例は、水蒸気フラックスが豪雨域の南または南西から流れ込むのでは

なく、西から流れこんでいるため（図３．４４（a）,（b）参照）、南からの水蒸気供給量が負になっている

と考えられる。  

 

かし、 ックスが

        

      

 

 

a b

c d
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２００４年の事例と、２００６年の事例では、平均した期間の長さが違うため、総降水量を単純に比較

す

e f

図3.44： (a)｢新潟・福島豪雨｣の豪雨発生前（7月12日21時）の1000ｈPaから300ｈPaまで鉛直積算した水蒸気フラックス
(ｂ)｢福井豪雨｣の豪雨発生前（7月17日21時）の1000ｈPaから300ｈPaまで鉛直積算した水蒸気フラックス
(c)｢新潟・福島豪雨｣時の1000ｈPaから300ｈPaまで鉛直積算した水蒸気フラックスの回転成分
(ｄ)｢福島豪雨｣時の1000ｈPaから300ｈPaまで鉛直積算した水蒸気フラックスの回転成分

 

 

 

 

次に、２００６年の｢平成１８年７月豪雨｣事例では、豪雨の発生した中央日本（Central Japan）、西

日本（Western Japan）、九州（Kyushu）の三つのボックス領域に分け（図３．４５）、豪雨期間平均の水

蒸気収支を見た。 

２００６年の｢平成１８年７月豪雨｣においては、南からの水蒸気供給は九州が最も多く、西からの水

蒸気供給や総降水量は、西日本が最も多い。また、西日本では、南だけでなく北からも水蒸気が供

給されている。 

(e) ｢新潟・福島豪雨｣時の1000ｈPaから300ｈPaまで鉛直積算した水蒸気フラックスの発散成分
（f）｢福島豪雨｣時の1000ｈPaから300ｈPaまで鉛直積算した水蒸気フラックスの発散成分

矢印の数値は、ボックス領域に出入りする水蒸気量（ｋｔ/ｓ） ボックス内の数値は、領域内の総降水量（mm/day）

ることはできないが、西からの水蒸気供給量が多いほど、総降水量が大きくなるという結果が得ら

れた。収束には、２００４年のような場合を除く多くの場合、梅雨前線帯に対して垂直方向の収束が強

く、南からの水蒸気供給が、豪雨発生機構に重要であると言われている。しかし、豪雨が長い時間続

くには、その分の水蒸気が供給される必要がある。西からの水蒸気供給（湿舌）は、豪雨発生の直接

的な要因ではないとされているが、豪雨を持続させる働きをしている可能性はあるのではないかと考

える。 
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図3.45： 2006年7月18日21時1000ｈＰａ面上の
(a)北緯35度から38度、東経136度から139度（中央日本）
(ｂ)北緯33度から36度、東経132度から135度（西日本）
(c)北緯31度から34度、東経129度から132度（九州）
の領域における気温（Ｋ）

図3.46： (a)中央日本における2006年７月16日9時から19日21時まで
(ｂ)西日本における2006年7月16日9時から18日21時まで
(c)九州における2006年7月18日9時から24日9時まで の水蒸気収支の領域（図3.40）平均

矢印の数値は、ボックス領域に出入りする水蒸気量（ｋｔ/ｓ） ボックス内の数値は、領域内の総降水量（mm/day）
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3.6.2 湿潤静的エネルギーのアドベクション  

 

 次に、各年の７月における湿潤静的エネルギーの移流を示す。図３.４７に示した図は、横軸が時間

軸（７月１日から３１日）、縦軸が高度場であり、ｈが湿潤静的エネルギー、ｓが乾燥静的エネルギー、

Ｌｑが水蒸気、Ｌｑ－ｈが水蒸気の水平移流、Ｌｑ－ｖが水蒸気の鉛直移流である。 

 一般に、下層に暖かく湿った空気、上層に冷たく乾いた空気が流入すると大気は不安定になり、対

流を起こすことによって、その不安定を解消させようとする。そのため、図３．４７から図３．４９までの丸

で囲んである豪雨のあった期間の湿潤静的エネルギー（ｈ）のアドベクションを見ると、どの事例にお

いても下層が暖まり、上層が冷えているのがわかる。 

 さらに、湿潤静的エネルギーは、温位に相当する乾燥静的エネルギー（ｓ）と水蒸気（Ｌｑ）を足した

ものであるから、ｈのアドベクションで見られる大気の不安定が、温位と水蒸気のどちらの効果が大き

いかを見るために、ｓとＬｑを分けて示す。すると、２００５年と２００６年の豪雨期間では、上層が強く冷

やされ、２００６年は７月全体を通しても他の二年と比べて水蒸気の移流が多いことがわかる。 

 また、丸で囲んだ豪雨期間は、上層（３００ｈＰａ）においても水蒸気の移流が見られるが、水蒸気の

移流が中層（５００ｈＰａ）程度までの場合、強い降水は見られない（降水量（Ｐ）－蒸発量（Ｅ）と対応し

ている）。 

 水蒸気（Ｌｑ）の移流を、さらに水平移流と鉛直移流に分け、水蒸気が水平方向から流入か、対流

による鉛直方向の移流かを調べた。２００４年の二つの豪雨は、水蒸気の水平移流の効果が大きい

のに対し、２００５年と２００６年は強い鉛直移流による水蒸気移流が見られる。しかし、２００６年の九州

の領域では、１８日頃に強い水平移流があり、その後に強い鉛直の移流が起こっているため、大気の

不安定化に、水平移流も大きく寄与していると言える。 
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a b

c

図3.4７： 図3.45で示した中央日本における
(a)2004年７月 (ｂ)2005年7月 (c)2006年7月
の湿潤静的エネルギーの移流（K/day）
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c

ba

(a)2004年７月 (ｂ)2005年7月 (c)2006年7月
の湿潤静的エネルギーの移流（K/day）

図3.48： 図3.45で示した西日本における



 

                        64                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ba
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c

図3.48： 図3.45で示した九州における
(a)2004年７月 (ｂ)2005年7月 (c)2006年7月
の湿潤静的エネルギーの移流（K/day）
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第 4 章  
 

まとめ 

した事例解析を行った。 

その結果、2006 年が他の 2 年と比べて、中国大陸上や太平洋上で水蒸気量が多く、各雨量記録

の極値を更新するのに充分な場であったことが示された。特に太平洋上では、大きな水蒸気混合比

をもつ領域が、他の 2 年より北にのびていた。南からの水蒸気供給量も非常に多く、豪雨域を含むボ

ックス領域内での総降水量も多かった。 

また、各事例に共通して次の二つの結果が得られた。 

水蒸気フラックスを回転成分と発散成分に分けて解析した結果、どの事例においても、降水域に

対応した、下層での収束、上層での発散が見られた。下層での収束は、前線に対して垂直方向（主

に南北方向）に収束し、豪雨域の主に南側では、補償下降流に伴う上層収束、下層発散が見られ

た。 

雨域を含むボックス領域における水蒸気収支の算出をした結果、収束には西からの水蒸気供給

舌)ではなく、南から流入する水蒸気が大きく寄与しているという結果が得られ、一般的な理解と

致した。しかし、西からの水蒸気供給量が多いほど、領域内の総降水量の値も増えるという結果も

られた。このことから、収束には直接寄与しないが、大気を湿らせ降水量に影響を与えていること

示唆された。  

化させると言われているため、ここでは可降水量の時間変化と合わせて台

風

豪雨発生機構に影響を与えたとは考えられない。 

 

 

 

 梅雨期における過去三年間(2004 年から 2006 年まで)の梅雨前線豪雨について、主に水蒸気に着

目

 豪

(湿

一

得

が

豪雨をもたらす水蒸気の起源を明らかにするために、豪雨発生前の可降水量と水蒸気フラックス

の 12 時間ごとの経過を追った。一般に、梅雨前線の南に位置する台風は、前線帯に多量の水蒸気

を運び、前線活動を活発

の動向も見ている。その結果、今回解析した 5 つの事例のうち、豪雨発生前後に台風が日本列島

の南を通過している事例は 3 つあるが、いずれも日本からは離れたところに位置し、直接的に多量の

水蒸気を運び、

しかし、この 3 つの事例のうち｢平成 18 年７月豪雨｣の前半（15 日－21 日）期間の豪雨においては、

台風が間接的に寄与している可能性が示された。中部地方や山陰地方に記録的な降雨量をもたら 
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した 18 日の約 3 日前に、台風 4 号が中国大陸に上陸している。この台風は 9 日に発生し、16 日に

は中国大陸上で消滅している。しかし、水蒸気混合比、および可降水量、水蒸気フラックスの時間ご

の分布から、この台風が運んだ多量の水蒸気は、インドモンスーンがつくり出す強い南西風の流れ

よって、間接的に梅雨前線帯に運ばれたと考えられる。台風の水蒸気は、直接的に前線帯に流れ

むだけでなく、中国大陸を湿らせた後、モンスーンの流れとともに日本付近に移流し、2 日～3 日

に大雨をもたらす可能性が示唆された。 

一般に上層の水蒸気量は下層に比べてかなり少なく、さらに上層が湿ることで湿潤大気の不安定

を下げるため、上層の水蒸気は豪雨を引き起こすものではないと考えられている。しかし、記録的

豪雨が各地で降り続いた 2006 年は下層だけでなく上層においても、他の 2 年と比べて水蒸気量

多い。豪雨発生時、上層の水蒸気がどのような働きをもっているのか、その関係性についてさらに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と

に

込

後

度

な

が

詳しい解析を進め、理解を深めることが今後の課題である。 
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